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調査対象 農林水産業、公務を除く全業種で、従業員数50人以上
調査対象数 5,000社

<内訳>
従業員規模 51～ 100人以下 1,000社

101～ 300人以下 1,000社
301～ 500人以下 1,000社
501～1,000人以下 1,000社
1,001人以上 1,000社

抽出方法 信頼できる大手企業のデータベースより、従業員規模別に
割り付けた上で、無作為抽出を行った。

調査方法 郵送法
有効回収数 930票（有効回収率 18.6%）

<内訳>
従業員規模 51～ 100人以下 212票

101～ 300人以下 260票
301～ 500人以下 160票
501～1,000人以下 136票
1,001人以上 162票

督促の有無と方法 1回実施・FAXで協力依頼状送信

実施期間 令和3年1月9日（発送）～令和3年2月15日（回収）

集計方法 ウェイトバック集計
無期契約労働者（正社員等）数による企業規模の比率
が、全国的な分布と一致するように、「平成28 年度経済セ
ンサス活動調査」を用いて、各サンプルに重み付けを行った上
で集計を行った。

ウェイトバック後の
サンプル数

回収企業数の従業員規模別に比率※1を算出し、回収企業
数の比率と乗算しウェイト値を算出したうえで、最も回収が少
なかった区分を1として、ウェイトを算出した。

※1 「平成28年度経済センサス活動調査 企業等に関する集計」企
業等に関する集計 全国結果 表番号1
企業産業(中分類)，企業常用雇用者規模(11区分)，経営組織
(５区分)別企業等数，事業所数，男女別従業者数及び常用雇用
者数―全国

従業員数 回収
企業数 ウェイト WB後

企業数

従業員規
模別比率

※1

51～100人以下 212 7.6871966 1,630 0.510 
101～300人以下 260 4.179903 1,087 0.340 
301～500人以下 160 1.35498 217 0.068 
501～1,000人以下 136 1 136 0.043 
1,001人以上 162 0.7750096 126 0.039 

総計 930 3,195 1.000 

Ⅰ 企業調査の調査概要
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Ⅱ．企業調査の結果概要

図表１ 業種 図表２ 従業員数

※図表 帯グラフにおいて5％未満のスコアは非表示。以下同様。

業種をみると、「製造業」が23.3％でもっとも回答割合が高く、次いで「医療、福祉」
が18.3％、「卸売業，小売業」が12.7％となっている。

１ 回答企業の概要

(1)業種 (2)従業員数

無期契約労働者（正社員等）の人数は、「100人以下」が51.0％でもっとも回答
割合が高く、次いで「101人～300人以下」が34.0％、「301人～500人以下」が
6.8％となっている。
有期契約労働者の人数は、「1人～100人以下」が62.7％でもっとも回答割合が
高く、次いで「101人～300人以下」が13.9％、「0人」が9.8％となっている。

 (n=3195)

鉱業，採石業，砂利採取業
0.0%

建設業
6.3%

製造業
23.3%

電気・ガス・熱供給・水道業
0.3%

情報通信業
4.1%

運輸業，郵便業
8.1%

卸売業，小売業
12.7%

金融業，保険業
2.4%不動産業，物品賃貸業

0.7%

宿泊業，飲食サービス業
2.0%

教育，学習支援業
6.0%

医療，福祉
18.3%

その他サービス業
11.0%

その他
4.4%

無回答
0.3%

 (n=3195)

無期契約労働者（正社員等）

有期契約労働者 9.8%

51.0%

62.7%

34.0%

13.9%

6.8%

5.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0人 1人～100人以下 101人～300人以下

301人～500人以下 501人～1,000人以下 1,001人以上

無回答
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Ⅱ．企業調査の結果概要

図表3 週あたり労働時間が60時間以上の無期契約労働者（正社員等）
の割合

１ 回答企業の概要

(3) 週あたり労働時間が60時間以上の無期契約労働者（正社員等）
の割合（令和2年9月実績）

週あたり労働時間が60時間以上の無期契約労働者（正社員等）の割合をみると、
「0％（いない）」が65.5％でもっとも回答割合が高く、次いで「0％超～3％未満」
が13.7％、「3％以上～5％未満」が6.1％となっている。

図表4 無期契約労働者（正社員等）の年次有給休暇の平均取得率

無期契約労働者（正社員等）の年次有給休暇の平均取得率をみると、「25％
以上～50％未満」が38.1％でもっとも回答割合が高く、次いで「50％以上～
75％未満」が34.1％、「75％以上」が15.1％となっている。

(4) 無期契約労働者（正社員等）の年次有給休暇の平均取得率
（令和元年度実績）

 (n=3195)

0％（いない）
65.5%

0％超～3％未満
13.7%

3％以上～5％未満
6.1%

5％以上～10％未満
3.1%

10％以上～15％未満

3.3%

15％以上
3.9%

無回答
4.4%

 (n=3195)

0％
0.6% 0％超～25％未満

7.2%

25％以上～50％未満
38.1%

50％以上～75％未満
34.1%

75％以上
15.1%

無回答
4.8%
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Ⅱ．企業調査の結果概要

図表5 結婚等による女性の離職状況_無期契約労働者（正社員等）

結婚による女性の離職状況について、無期契約労働者（正社員等）をみると、
「結婚で離職する女性はほとんどいない」が69.3％でもっとも回答割合が高く、次いで
「結婚で離職する女性は少ない」が18.4％となっている。
妊娠・出産による女性の離職状況について、無期契約労働者（正社員等）をみる
と、「妊娠・出産で離職する女性はほとんどいない」が68.1％でもっとも回答割合が高
く、次いで「妊娠・出産で離職する女性は少ない」が17.6％となっている。
育児による女性の離職状況について、無期契約労働者（正社員等）をみると、
「育児で離職する女性はほとんどいない」が67.7％でもっとも回答割合が高く、次いで
「育児で離職する女性は少ない」が19.4％となっている。

2 結婚や妊娠・出産、育児による女性の離職状況について

(1)結婚や妊娠・出産、育児による女性の離職状況
_無期契約労働者（正社員等）

図表6 結婚等による女性の離職状況_有期契約労働者

(2)結婚や妊娠・出産、育児による女性の離職状況_有期契約労働者

結婚による女性の離職状況について、有期契約労働者をみると、「結婚で離職する
女性はほとんどいない」が44.0％でもっとも回答割合が高く、次いで「対象者がいな
い」が33.3％、「結婚で離職する女性は少ない」が11.8％となっている。
妊娠・出産による女性の離職状況について、有期契約労働者をみると、「妊娠・出
産で離職する女性はほとんどいない」が38.1％でもっとも回答割合が高く、次いで「対
象者がいない」が35.7％、「妊娠・出産で離職する女性は少ない」が12.5％となって
いる。
育児による女性の離職状況について、有期契約労働者をみると、「育児で離職する
女性はほとんどいない」が42.1％でもっとも回答割合が高く、次いで「対象者がいな
い」が34.5％、「育児で離職する女性は少ない」が11.3％となっている。

 (n=3195)

結婚による
離職の状況

妊娠・出産による
離職の状況

育児による
離職の状況

69.3%

68.1%

67.7%

18.4%

17.6%

19.4%

7.2%

8.4%

8.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

離職する女性はほとんどいない 離職する女性は少ない

離職する女性が多い ほとんど離職する

わからない 対象者がいない

 (n=3195)

結婚による
離職の状況

妊娠・出産による
離職の状況

育児による
離職の状況

44.0%

38.1%

42.1%

11.8%

12.5%

11.3%

33.3%

35.7%

34.5%

6.3%

6.8%

6.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

離職する女性はほとんどいない 離職する女性は少ない

離職する女性が多い ほとんど離職する

わからない 対象者がいない



5

JMA Research Institute Inc.

Ⅱ．企業調査の結果概要

図表7 育児休業制度の期間 図表8 育児休業制度の適用除外の対象者

育児休業は、子が何歳になるまで取得できるかをみると、「1歳（延長により最長2
歳）（法定どおり）」が79.7％でもっとも回答割合が高く、次いで「2歳まで」が
9.3％、「2歳を超え3歳未満」が5.8％となっている。

3 育児をしながら働く労働者のための制度と利用状況について

(1)育児休業制度の期間 (2)育児休業制度の適用除外の対象者

育児休業の対象から除外している労働者の要件設定をみると、「入社1年未満の労
働者」が78.6％でもっとも回答割合が高く、次いで「申出の日から1年以内に雇用
関係が終了する労働者」が63.0％、「1週間の所定労働日数が2日以下の労働
者」が57.9％となっている。

 (n=3195)

1歳（延長により最長2歳）
（法定どおり）

79.7%

2歳まで
9.3%

2歳を超え3歳未満
5.8%

3歳以上
2.2%

その他
（規定がない、

わからない等）

2.4%

無回答
0.7%

 (n=3195)

入社1年未満の労働者

申出の日から1年以内に
雇用関係が終了する労働者

1週間の所定労働日数が2日以下の労働者

その他

規定がない、わからない

無回答

78.6%

63.0%

57.9%

4.4%

9.6%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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Ⅱ．企業調査の結果概要

図表9 育児休業制度の子の範囲 図表10 育児のための短時間勤務制度の内容

法で定められている子の範囲以外に育児休業の対象と設定しているものはあるかを
みると、「法で定められている子の範囲のみを対象」が84.0％でもっとも回答割合が
高く、次いで「規定がない、わからない」が8.8％、「養育里親として養育する子」が
6.9％となっている。

3 育児をしながら働く労働者のための制度と利用状況について

(3)育児休業制度の子の範囲 (4)育児のための短時間勤務制度の内容

育児のための短時間勤務は、子が何歳になるまで取得できるかをみると、「3歳になる
まで（法定どおり）」が60.9％でもっとも回答割合が高く、次いで「3歳以上～小学
校就学前まで」が19.9％、「小学1年生～3年生まで」が6.7％となっている。

 (n=3195)

法で定められている子の範囲のみを対象

孫、またはひ孫

姪、または甥

結婚（再婚含む）相手の子

養育里親として養育する子

その他の対象

規定がない、わからない

無回答

84.0%

0.7%

0.0%

4.3%

6.9%

0.7%

8.8%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 (n=3195)

3歳になるまで
（法定どおり）

60.9%

3歳以上～
小学校就学前まで

19.9%

小学1年生～3年生まで
6.7%

小学4年生～6年生まで
4.8%

中学生まで
0.1%

高校生またはそれ以上
0.0%

期間に制限はない
2.1%

その他
（規定がない、

わからない等）

4.5%
無回答
1.0%
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Ⅱ．企業調査の結果概要

図表11 小学校就学前の子が3人以上いる場合の年間付与日数 図表12 子の看護休暇制度_取得単位（令和2年10月1日時点）

小学校就学前の子が3人以上いる場合の休暇の年間付与日数について、無期契
約労働者（正社員等）をみると、「10日（法定どおり）」が84.6％でもっとも回答
割合が高く、次いで「規定がない・わからない」が7.4％となっている。
小学校就学前の子が3人以上いる場合の休暇の年間付与日数について、有期契
約労働者をみると、「10日（法定どおり）」が75.9％でもっとも回答割合が高く、次
いで「規定がない・わからない」が12.9％となっている。

3 育児をしながら働く労働者のための制度と利用状況について

(5)子の看護休暇制度の内容
_小学校就学前の子が3人以上いる場合の年間付与日数

(6)子の看護休暇制度の内容_取得単位（令和2年10月1日時点）

子の看護休暇の取得単位について、無期契約労働者（正社員等）をみると、「時
間単位では取得できないが半日単位では取得可能（法定どおり）」が59.6％で、
「すでに時間単位で取得可能」が28.8％となっている。
子の看護休暇の取得単位について、有期契約労働者をみると、「時間単位では取
得できないが半日単位では取得可能（法定どおり）」が53.6％で、「すでに時間単
位で取得可能」が24.8％となっている。

 (n=3195)

無期契約労働者（正社員等）

有期契約労働者

84.6%

75.9%

7.4%

12.9% 5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10日（法定どおり） 11～15日 16～20日

21日以上 付与日数に制限はない その他

規定がない・わからない 無回答

 (n=3195)

無期契約労働者（正社員等）

有期契約労働者

28.8%

24.8%

59.6%

53.6%

10.5%

15.3% 6.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

すでに時間単位で取得可能 時間単位では取得できないが
半日単位では取得可能

（法定どおり）

その他
（規定がない、

わからない等）

無回答
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Ⅱ．企業調査の結果概要

図表13 子の看護休暇制度_取得事由

図表14 妊娠・出産や育児と仕事を両立しやすくするために
導入している制度

子の看護休暇制度はどのような場合に取得できるかについて、無期契約労働者
（正社員等）をみると、「病気・けがをした子の看護又は子に予防接種や健康診断
を受けさせるため（法定どおり）」が88.4％でもっとも回答割合が高く、次いで「インフ
ルエンザ等の感染症による等保育園・小学校等の登園・登校禁止の定めにより、子
の世話をするため」が14.5％、「保育園・小学校等の臨時休業により子の世話をす
るため」が11.0％となっている。
子の看護休暇制度はどのような場合に取得できるかについて、有期契約労働者をみ
ると、「病気・けがをした子の看護又は子に予防接種や健康診断を受けさせるため
（法定どおり）」が78.8％でもっとも回答割合が高く、次いで「規定がない・わからな
い」が14.3％、「インフルエンザ等の感染症による等保育園・小学校等の登園・登校
禁止の定めにより、子の世話をするため」が11.8％となっている。

3 育児をしながら働く労働者のための制度と利用状況について

(7)子の看護休暇制度の内容_取得事由 (8)妊娠・出産や育児と仕事を両立しやすくするために導入している制度

妊娠・出産や育児と仕事を両立しやすくするために導入している制度をみると、「半日
単位の年次有給休暇制度」が69.4％でもっとも回答割合が高く、次いで「始業また
は終業時間の繰り上げ・繰り下げ」が 51.0％、「配偶者出産休暇制度」が32.0％
となっている。

 (n=3195)

病気・けがをした子の看護又は
子に予防接種や健康診断を
受けさせるため（法定どおり）

保育園・小学校等の臨時休業により
子の世話をするため

インフルエンザ等の感染症による等
保育園・小学校等の登園・登校禁止の

定めにより、子の世話をするため

インフルエンザ等の感染のおそれがあり、
自主的に保育園・小学校等を休ませた場合の

子の世話をするため

その他

規定がない・わからない

無回答

88.4%

11.0%

14.5%

10.4%

2.2%

9.1%

1.2%

78.8%

8.5%

11.8%

8.5%

2.2%

14.3%

5.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無期契約労働…
有期契約労働者

無期契約労働者（正社員等）

有期契約労働者

 (n=3195)

フレックスタイム制度

始業または終業時間の繰り上げ・繰り下げ

在宅勤務・テレワーク

配偶者出産休暇制度

失効年次有給休暇の積立制度

育児に関する目的で利用できる休暇制度

半日単位の年次有給休暇制度

時間単位の年次有給休暇制度

事業所内保育施設の設置運営

保育サービスに関する費用助成

その他の妊娠・出産・育児との両立を支援す
る制度

特に導入していない

無回答

12.0%

51.0%

19.9%

32.0%

11.0%

12.9%

69.4%

30.7%

5.6%

5.5%

4.1%

7.3%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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Ⅱ．企業調査の結果概要

図表15 制度利用実績（令和元年10月1日～令和2年9月30日の実績）
_無期契約労働者（正社員等）

育児休業制度の利用実績について、無期契約労働者（正社員等）をみると、「女
性のみ利用者がいる」が47.8％でもっとも回答割合が高く、次いで「対象者がいな
い」が16.4％、「男性・女性の両方で利用者がいる」が15.9％となっている。
育児のための短時間勤務制度の利用実績について、無期契約労働者（正社員
等）をみると、「女性のみ利用者がいる」が49.5％でもっとも回答割合が高く、次い
で「利用者はいない」が24.7％となっている。
子の看護休暇制度（1日単位）の利用実績について、無期契約労働者（正社
員等）をみると、「利用者はいない」が44.7％でもっとも回答割合が高く、次いで「女
性のみ利用者がいる」が18.6％となっている。
子の看護休暇制度（半日単位）の利用実績について、無期契約労働者（正社
員等）をみると、「利用者はいない」が49.3％でもっとも回答割合が高く、次いで「対
象者がいない」が18.5％、「女性のみ利用者がいる」が14.4％となっている。
子の看護休暇制度が時間単位で取得可能な企業において、子の看護休暇制度
（時間単位）の利用実績について、無期契約労働者（正社員等）をみると、「利
用者はいない」が49.3％でもっとも回答割合が高く、次いで「対象者がいない」が
16.7％となっている。
育児のための所定外労働の制限（残業の免除）の制度の利用実績について、無
期契約労働者（正社員等）をみると、「利用者はいない」が44.1％でもっとも回答
割合が高く、次いで「女性のみ利用者がいる」が26.3％となっている。

3 育児をしながら働く労働者のための制度と利用状況について

(9)制度利用実績（令和元年10月1日～令和2年9月30日の実績）_無期契約労働者（正社員等）

※「子の看護休暇制度（時間単位）」については、図表12_子の看護休暇制度_取得単位無期契約労働者
（正社員等）で「すでに時間単位で取得可能」選択した回答者を集計対象としている。
※制度利用実績は、「男性でいる」「女性でいる」を選択肢として、男女ともいる場合には両方を回答してもらったが、
「男性・女性の両方でいる」「男性のみにいる」「女性のみにいる」の単数回答に再分類して集計している。

 (n=3195)

育児休業制度

育児のための短時間勤務制
度

子の看護休暇制度
（1 日単位）

子の看護休暇制度
（半日単位）

子の看護休暇制度
（時間単位） (n=919)*

育児のための所定外労働
の制限（残業の免除）

15.9%

9.5%

8.6%

12.5%

47.8%

49.5%

18.6%

14.4%

13.7%

26.3%

13.3%

24.7%

44.7%

49.3%

49.3%

44.1%

16.4%

15.8%

17.9%

18.5%

16.7%

20.2%

5.8%

7.4%

7.7%

6.4%

8.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・女性の両方で利用者がいる 男性のみ利用者がいる 女性のみ利用者がいる

利用者はいない 対象者がいない 無回答
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Ⅱ．企業調査の結果概要

図表16 制度利用実績（令和元年10月1日～令和2年9月30日の実績）
_有期契約労働者

有期契約労働者の産前産後休業の利用実績をみると、「対象者がいない」が
45.7％、「女性で利用者がいる」が16.9％となっている。
育児休業制度の利用実績について、有期契約労働者をみると、「対象者がいない」
が47.4％でもっとも回答割合が高く、次いで「女性のみ利用者がいる」が20.1％と
なっている。
育児のための短時間勤務制度の利用実績について、有期契約労働者をみると、
「対象者がいない」が48.1％でもっとも回答割合が高く、次いで「利用者はいない」が
20.3％となっている。
子の看護休暇制度（1日単位）の利用実績について、有期契約労働者をみると、
「対象者がいない」が41.1％でもっとも回答割合が高く、次いで「利用者はいない」が
27.3％となっている。
子の看護休暇制度（半日単位）の利用実績について、有期契約労働者をみると、
「対象者がいない」が41.3％でもっとも回答割合が高く、次いで「利用者はいない」が
29.8％となっている。
子の看護休暇制度が時間単位で取得可能な企業において、子の看護休暇制度
（時間単位）の利用実績について、有期契約労働者をみると、「対象者がいない」
が42.9％でもっとも回答割合が高く、次いで「利用者はいない」が35.6％となってい
る。
育児のための所定外労働の制限（残業の免除）の利用実績について、有期契約
労働者をみると、「対象者がいない」が44.3％でもっとも回答割合が高く、次いで「利
用者はいない」が27.3％となっている。

3 育児をしながら働く労働者のための制度と利用状況について

(10)制度利用実績（令和元年10月1日～令和2年9月30日の実績）_有期契約労働者

※「子の看護休暇制度（時間単位）」については、図表12_子の看護休暇制度_取得単位_有期契約労働者
で「すでに時間単位で取得可能」選択した回答者を集計対象としている。
※制度利用実績は、「男性でいる」「女性でいる」を選択肢として、男女ともいる場合には両方を回答してもらったが、
「男性・女性の両方でいる」「男性のみにいる」「女性のみにいる」の単数回答に再分類して集計している。

 (n=3195)

産前産後休業

育児休業制度

育児のための短時間勤務制
度

子の看護休暇制度
（1 日単位）

子の看護休暇制度
（半日単位）

子の看護休暇制度
（時間単位） (n=794)*

育児のための所定外労働
の制限（残業の免除）

16.9%

20.1%

9.8%

7.7%

5.6%

6.8%

5.4%

7.7%

11.4%

20.3%

27.3%

29.8%

35.6%

27.3%

45.7%

47.4%

48.1%

41.1%

41.3%

42.9%

44.3%

12.4%

12.4%

12.4%

12.4%

12.4%

12.4%

17.4%

7.7%

9.3%

9.6%

9.7%

7.2%

10.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・女性の両方で利用者がいる 男性のみ利用者がいる 女性で利用者がいる

利用者はいない 対象者がいない 有期契約労働者はいない
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図表17 妊娠・出産等を把握したときに、育児休業の取得に関して
行っていること

無期契約労働者（正社員等）に対して、 妊娠・出産等を把握したときに、育児休
業の取得に関し行っていることをみると、「人事部署から育児休業の取得の意向確
認や働きかけを実施」が38.8％でもっとも回答割合が高く、次いで「人事部署から対
象者に個別に面談を実施」が37.9％、「人事部署から対象者に個別に育児休業
等に関して書面（メール含む）で周知」が36.7％となっている。
有期契約労働者に対して、育児休業の取得に関し行っていることをみると、「特に
行っていない」が25.9％でもっとも回答割合が高く、次いで「人事部署から育児休業
の取得の意向確認や働きかけを実施」が25.1％、「人事部署から対象者に個別に
育児休業等に関して書面（メール含む）で周知」「人事部署から対象者に個別に
面談を実施」が24.0％となっている。

4 妊娠・出産や育児と仕事の両立をしやすい職場環境づくりのための取組について

(1)妊娠・出産等を把握したときに、育児休業の取得に関して行っていること

図表18 対象者に周知や面談を行う際に伝える内容

育児休業の取得に関して周知や面談を行っている企業について、無期契約労働者
（正社員等）にどのようなことを伝えているかをみると、「育児休業制度の内容」が
92.7％でもっとも回答割合が高く、次いで「社会保険料の免除制度の内容」が
85.7％、「育児休業給付金制度の内容」が84.6％となっている。
育児休業の取得に関して周知や面談を行っている企業について、有期契約労働者
にどのようなことを伝えているかをみると、「育児休業制度の内容」が94.5％でもっとも
回答割合が高く、次いで「育児休業給付金制度の内容」が85.8％、「社会保険料
の免除制度の内容」が84.1％となっている。

(2)対象者に周知や面談を行う際に伝える内容

 (n=3195)

人事部署から対象者に個別に育児休業等に
関して書面（メール含む）で周知

上司から対象者に個別に育児休業等に
関して書面（メール含む）で周知

人事部署から対象者に個別に面談を実施

上司から対象者に個別に面談を実施

人事部署から育児休業の取得の意向確認や
働きかけを実施

上司から育児休業の取得の意向確認や
働きかけを実施

育児休業の取得計画の作成

社内の育児休業取得事例の提供

同じ会社で出産・育児をしている人との
情報交換や相談の機会の提供

子育てに関する情報提供や研修・セミナー
（両親学級等）の実施

社内相談窓口の設置

その他

特に行っていない

無回答

36.7%

11.9%

37.9%

32.0%

38.8%

31.7%

16.7%

13.5%

5.9%

2.5%

19.9%

3.8%

15.9%

1.9%

24.0%

7.0%

24.0%

21.7%

25.1%

23.0%

10.8%

7.5%

3.1%

1.9%

14.2%

7.2%

25.9%

13.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無期契約労…
有期契約労働者

無期契約労働者（正社員等）

有期契約労働者

育児休業制度の内容

育児休業給付金制度の内容

社会保険料の免除制度の内容

育児休業中の待遇（賃金・配置等の
労働条件など）

育児休業からの復職時の職務や労働条件、
キャリアプラン

育児休業の社内の申請先

社内の相談窓口

社内の育児休業取得事例

会社独自の育児支援制度や研修・イベント（子育てに関

するセミナー（両親学級）、パパママカフェなど）

育児休業中の情報提供の有無やその内容

その他

無回答

92.7%

84.6%

85.7%

80.5%

51.7%

65.6%

45.6%

20.3%

3.3%

25.3%

0.8%

2.4%

94.5%

85.8%

84.1%

80.4%

50.0%

63.6%

44.1%

18.7%

3.2%

23.3%

1.2%

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無期契約…
有期契約労働者

無期契約労働者（正社員等） (n=2057)

有期契約労働者 (n=1354)
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図表19 育児休業の取得方法についての考え方

図表20 仕事と育児を両立しやすい風土づくりのために実施している取組

育児休業の取得方法についての考え方をみると、「社員自身が安心して育児に専念
できるように、育児休業の取得を支援したい」が65.1％でもっとも回答割合が高く、
次いで「育児休業から早く復職したうえで、短時間勤務等の両立支援制度を取得で
きるよう支援したい」が11.4％、「育児休業から早く復職したうえで、フルタイム勤務で
育児と両立できるよう支援したい」が10.4％となっている。

4 妊娠・出産や育児と仕事の両立をしやすい職場環境づくりのための取組について

(3)育児休業の取得方法についての考え方 (4)仕事と育児を両立しやすい風土づくりのために実施している取組

仕事と育児を両立しやすい風土づくりのために実施している取組をみると、「特に行っ
ていない」が29.7％でもっとも回答割合が高く、次いで「制度利用者がいる部署への
業務上の応援や代替要員の配置を実施」が22.9％、「面談など制度利用者と管
理職のコミュニケーション支援」が20.0％となっている。

 (n=3195)

社員自身が安心して育児
に専念できるように、育児

休業の取得を支援したい

65.1%

育児休業から早く復職し
たうえで、短時間勤務等

の両立支援制度を取得

できるよう支援したい

11.4%

育児休業から早く復職し

たうえで、フルタイム勤務

で育児と両立できるよう

支援したい
10.4%

その他
2.9%

特に考えていない、
わからない

8.5%

無回答
1.7%

 (n=3195)

会社方針の明確化やトップからの
メッセージ発信

ワーク・ライフ・バランスの
推進組織や担当者の任命

制度周知のためのパンフレット
・リーフレットの作成

社内報やパンフレットでの制度利用事例の
共有・意識啓発の実施

全社員に対し、仕事と育児の両立
に関する研修の実施

子育てに関するセミナーを実施

全社員に対し、有期契約労働者の制度利用への
理解を深めるための情報提供を実施

管理職に対し、職場運営マニュアルの作成や、マネジメント研修を実
施（ハラスメントの防止、短時間勤務のマネジメント等）

管理職に対し、有期契約労働者の制度利用への
理解を深めるための情報提供を実施

面談など制度利用者と管理職の
コミュニケーション支援

制度利用に関する社内相談窓口の設置

子どもを持つ社員のネットワーク
づくり（パパママカフェ等）

子育てに関する研修・セミナー
（両親学級等）を実施

制度利用者がいる部署への業務上の応援や
代替要員の配置を実施

会社独自に、制度利用中の所得補償を実施
（保育サービスへの費用助成を含む）

その他

特に行っていない

無回答

19.8%

11.3%

10.9%

11.4%

1.1%

1.7%

3.3%

15.8%

5.7%

20.0%

18.2%

1.5%

0.7%

22.9%

2.0%

3.8%

29.7%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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Ⅱ．企業調査の結果概要

男性無期契約労働者（正社員等）の育児休業取得率について、目標値設定の
有無をみると、「設定していない」が80.2％、「設定している」が7.2％となっている。

5 男性労働者の育児休業取得や育児参画等について

(1)男性無期契約労働者（正社員等）の育児休業取得率の目標の設定
_目標値設定の有無

(2)男性無期契約労働者（正社員等）の育児休業取得率の目標の設定
_設定している目標値

男性無期契約労働者（正社員等）の育児休業取得率を設定している企業につ
いて、その目標値をみると、「7％未満」が43.2％でもっとも回答割合が高く、次いで
「7％以上～10％未満」が13.6％となっている。

図表21 目標値設定の有無 図表22 設定している目標値

※図表21で「1.設定している」を選択した回答者を集計対象とする。

 (n=3195)
設定している

7.2%

設定していない
80.2%

対象者がいない
11.3%

無回答
1.2%  (n=231)

7％未満
43.2%

7％以上～10％未満
13.6%

10％以上～13％未満
2.7%

13％以上～15％未満
2.3%

15％以上～20％未満
2.7%

20％以上～30％未満
0.3%

30％以上～50％未満
3.7%

50％以上～75％未満
6.3%

75％以上～100％未満
3.9%

100％
7.2%

わからない
9.3%

無回答

4.7%



14

JMA Research Institute Inc.

Ⅱ．企業調査の結果概要

5 男性労働者の育児休業取得や育児参画等について

男性無期契約労働者（正社員等）が配偶者の出産や育児にあたり休業・休暇を
取得する目的をみると、「里帰り出産の出産時の立ち会いや入退院の付き添いのた
め」が46.2％でもっとも回答割合が高く、次いで「対象者がいない・わからない」が
36.5％、「配偶者の出産後、体調・体力が回復するまでの生活のサポート、育児の
ため」が35.7％となっている。

(3) 男性無期契約労働者（正社員等）が配偶者の出産や育児にあたり
休業・休暇を取得する目的

図表23 男性無期契約労働者（正社員等）の育児のための
休業・休暇取得状況

(4) 男性無期契約労働者（正社員等）が配偶者の出産や育児にあたり
休業・休暇の取得を開始する時期

男性無期契約労働者（正社員等）が配偶者の出産や育児にあたり休業・休暇を
取得する場合の最も多い取得開始時期をみると、「子の出生後1週間以内の時期
に取得開始」が42.2％でもっとも回答割合が高く、次いで「対象者がいない・わから
ない」が41.9％、「子の出生後1週間超8週間以内の時期に取得開始」が8.1％と
なっている。

図表24 男性無期契約労働者（正社員等）が
配偶者の出産や育児にあたり休業・休暇の取得を開始する時期

 (n=3195)

里帰り出産の出産時の立ち会いや
入退院の付き添いのため

配偶者の出産後、体調・体力が回復する
までの生活のサポート、育児のため

出産した子の育児に専念するため

上の子の育児に専念するため

子のならし保育のため

子の保育園等入園の準備のため

子が保育園等の保育サービスが
受けられないため

配偶者の復職時のサポートのため

保育園や小学校等の行事等に参加するため

その他

対象者がいない・わからない

無回答

46.2%

35.7%

12.0%

10.3%

2.4%

3.6%

2.5%

2.8%

20.1%

1.4%

36.5%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 (n=3195)

子の出生後
1週間以内の

時期に取得開始

42.2%

子の出生後
1週間超8週間以内の

時期に取得開始

8.1%

子の出生後
8週間超

（子が）1歳以内の

時期に取得開始
4.0%

子が1歳超
1歳6か月以内の

時期に取得開始

0.5%

子が1歳6か月超
2歳以内の

時期に取得開始

0.1%

子が2歳超
3歳以内の

時期に取得開始

0.1%

子が3歳超の
時期に取得開始

0.8%

対象者がいない
・わからない

41.9%

無回答
2.2%
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Ⅱ．企業調査の結果概要

5 男性労働者の育児休業取得や育児参画等について

男性無期契約労働者（正社員等）が配偶者の出産や育児にあたり休業・休暇を
取得しやすい環境を作るために実施している取組をみると、「特に実施していない」が
59.9％でもっとも回答割合が高く、次いで「社内に相談窓口を設置している」が
14.5％、「配偶者が出産予定の男性社員に対して、育児休業等の取得について
人事部署や職場の上司等から意向確認や働きかけを行うようにしている」が12.1％
となっている。

(5)男性無期契約労働者（正社員等）が配偶者の出産や育児にあたり
休業・休暇を取得しやすい環境を作るために実施している取組

図表25 男性無期契約労働者（正社員等）が
配偶者の出産や育児にあたり休業・休暇を取得しやすい

環境を作るために実施している取組

男性無期契約労働者（正社員等）の仕事と育児の両立支援を推進するうえでの
障壁・課題をみると、「人手不足で休業・休暇の取得が難しい、代替要員の確保が
難しい」が39.9％でもっとも回答割合が高く、次いで「職種・仕事内容・部署によって、
仕事と育児との両立のしやすさが異なる」が34.7％、「男性の仕事と育児の両立に
ついて、職場の理解・賛同・協力を得ることが難しい」が23.5％となっている。

(6)男性無期契約労働者（正社員等）に仕事と育児の両立支援を
推進するうえでの障壁・課題

図表26 男性無期契約労働者（正社員等）に
仕事と育児の両立支援を推進するうえでの障壁・課題

 (n=3195)

全社員に対して、男性の育児休業等の取得について
理解を促進するための情報提供（制度内容や

取得事例等）や研修を行っている
配偶者が出産予定の男性社員に対して、育児休業等に
関して人事部署や職場の上司等から書面（メール含む）

での周知や面談を行うようにしている
配偶者が出産予定の男性社員に対して、育児

休業等の取得について人事部署や職場の上司等
から意向確認や働きかけを行うようにしている

育児休業等を取得する場合、
代替要員を配置している

会社独自に、育児休業中の所得保障を
行っている

育児休業等の取得に伴う人事評価での
不利益な事項の見直しを行っている

社内に相談窓口を設置している

その他

特に実施していない

無回答

9.7%

6.3%

12.1%

5.9%

0.9%

3.2%

14.5%

1.9%

59.9%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 (n=3195)

男性の仕事と育児の両立について、
管理職の理解・賛同・協力を得ることが難しい

男性の仕事と育児の両立について、
経営層の理解・賛同・協力を得ることが難しい

男性の仕事と育児の両立について、
職場の理解・賛同・協力を得ることが難しい

配偶者が専業主婦である男性社員が多く、
育児参画の必要性を感じていない人が多い

男性の仕事と育児の両立が、会社や職場に
どのようなメリットがあるのかが分からない

休業・休暇を取得したり、柔軟な働き方を
したりしている社員の勤怠管理や評価が難しい

休業・休暇を取得したり、柔軟な働き方を
したりしにくい雰囲気のある職場である

職種・仕事内容・部署によって、
仕事と育児との両立のしやすさが異なる

人手不足で休業・休暇の取得が難しい、
代替要員の確保が難しい

その他

対象者がいない

わからない

特に障壁・課題だと思っていることはない

無回答

11.3%

11.6%

23.5%

6.3%

6.0%

6.4%

6.9%

34.7%

39.9%

5.3%

9.9%

4.9%

9.0%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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Ⅱ．企業調査の結果概要

無期契約労働者（正社員等）の査定期間に育児休業期間等が含まれる場合の
昇進・昇格の評価の方針をみると、「特に評価の方針を示していない、定めていない」
が27.9％でもっとも回答割合が高く、次いで「育児休業中は評価対象とせず、休業
前の期の評価を対象に含める」が23.8％、「育児休業中は評価対象とせず、復職
後の期間を評価」が18.7％となっている。

6 育児休業等取得社員の人事評価・キャリア形成支援の状況について

(1)無期契約労働者（正社員等）の査定期間に育児休業期間等が
含まれる場合の昇進・昇格の評価の方針

(2)無期契約労働者（正社員等）の育児短時間勤務制度利用者に
対する業務配分

無期契約労働者（正社員等）の育児短時間勤務制度利用者に対する業務配
分をみると、「勤務時間短縮分に応じた業務配分を行っている」が27.9％でもっとも
回答割合が高く、次いで「一律に勤務時間短縮分に応じた業務配分を行うのではな
く、個々の労働者の能力や仕事内容等に応じた業務配分を行っている」が27.6％と
なっている。

図表27 無期契約労働者（正社員等）の査定期間に
育児休業期間等が含まれる場合の昇進・昇格の評価の方針

図表28 無期契約労働者（正社員等）の
育児短時間勤務制度利用者に対する業務配分

 (n=3195)

育児休業中は評価対象
とせず、休業前の期の

評価を対象に含める

23.8%

育児休業中の評価を、
一律の評価や平均的な

評価で代替する

7.7%育児休業中は
評価対象とせず、

復職後の期間を評価

18.7%

特に評価の方針を示して
いない、定めていない

27.9%

その他
1.4%

対象者がいない
・わからない

17.5%

無回答
2.8%  (n=3195)

フルタイム勤務者と
同じように

業務配分を行っている

3.3%

勤務時間短縮分に応じた
業務配分を行っている

27.9%

一律に勤務時間短縮分に
応じた業務配分を行うので

はなく、

個々の労働者の能力や仕

事内容等に応じた

業務配分を行っている

27.6%

その他
0.2%

特に業務配分について
方針を示していない、

定めていない

11.8%

対象者がいない
・わからない

26.5%

無回答
2.7%
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Ⅱ．企業調査の結果概要

無期契約労働者（正社員等）の育児短時間勤務制度利用者の短縮時間分の
賃金の取扱いをみると、「勤務時間に応じて減額している（無給）」が66.0％でもっ
とも回答割合が高く、次いで「対象者がいない・わからない」が24.5％となっている。

6 育児休業等取得社員の人事評価・キャリア形成支援の状況について

(3)無期契約労働者（正社員等）で育児短時間勤務制度利用者の
短縮時間分の賃金の取扱い

図表29 無期契約労働者（正社員等）で
育児短時間勤務制度利用者の短縮時間分の賃金の取扱い

無期契約労働者（正社員等）が育児休業や短時間勤務などの両立支援制度を
利用しながらキャリア形成を可能とするための取組をみると、「対象者がいない・わから
ない」が40.4％でもっとも回答割合が高く、次いで「社内の相談窓口の設置」が
22.5％、「職場の管理職に対し、両立支援制度の利用に関するハラスメント防止の
ためのマニュアルの作成や研修の実施」が18.3％となっている。

(4)無期契約労働者（正社員等）が育児休業や短時間勤務などの
両立支援制度を利用しながらキャリア形成を可能とするための取組

図表30 無期契約労働者（正社員等）が育児休業や短時間勤務などの
両立支援制度を利用しながらキャリア形成を可能とするための取組

 (n=3195)

勤務時間に応じて
減額している（無給）

66.0%

一定の期間は減額せず、

その期間を過ぎたら

勤務時間に応じて

減額している（一部有給）
2.5%

減額しない（有給）
3.7%

その他
1.0%

対象者がいない
・わからない

24.5%

無回答
2.3%

 (n=3195)

妊娠・出産等のライフイベントの発生前から、将来のライフイ
ベントを踏まえた中長期的なキャリア形成を考える機会を提

供（キャリア研修・キャリアプランの作成等の実施を含む）

両立支援制度の利用に際し、能力開発や中長期的な
キャリア形成を考える機会の提供（キャリア研修・

キャリアプランの作成等の実施を含む）

ロールモデル・メンターの紹介、
社内での事例の提供

職場の管理職に対し、両立支援制度利用者の
マネジメント（業務配分や評価等）に関する

マニュアルの作成や研修の実施

職場の管理職に対し、両立支援制度の利用に
関するハラスメント防止のためのマニュアルの

作成や研修の実施

育児休業・短時間勤務制度等の利用に伴う
人事評価での不利益な事項の見直し

人事評価への「時間当たり生産性」重視の
方針の取入れ

社内の相談窓口の設置

その他

対象者がいない・わからない

無回答

5.2%

4.7%

4.4%

3.4%

18.3%

13.1%

3.5%

22.5%

4.2%

40.4%

6.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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Ⅱ．企業調査の結果概要

育児のために休暇・休業を取得しやすい雰囲気の有無について、無期契約労働者
（正社員等）をみると、「ある」が40.7％でもっとも回答割合が高く、次いで「まああ
る」が 37.1％、「あまりない」が9.1％となっている。
育児のために休暇・休業を取得しやすい雰囲気の有無について、有期契約労働者
をみると、「対象者がいない」が29.9％でもっとも回答割合が高く、次いで「ある」が
27.4％、「まあある」が21.4％となっている。

7 柔軟な働き方の推進や労働時間の削減（働き方改革）の取組について

(1)育児のために休暇・休業を取得しやすい雰囲気の有無

図表31 育児休暇・休業を取得しやすい雰囲気の有無

(2)仕事と育児の両立支援を推進することで得られた効果

仕事と育児の両立支援を推進することで得られた効果をみると、「正社員の定着率
の向上」が47.0％でもっとも回答割合が高く、次いで「社員の育児の両立に関する
理解促進」が31.9％、「社員のモチベーション・会社への貢献意欲の向上」が
23.1％となっている。

図表32 仕事と育児の両立支援を推進することで得られた効果

 (n=3195)

無期契約労働者（正社員等）

有期契約労働者

40.7%

27.4%

37.1%

21.4%

9.1%

7.5%

5.7%

6.1% 29.9% 6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある まあある あまりない ない

わからない 対象者がいない 無回答

 (n=3195)

正社員の新卒者の確保

正社員の中途採用者の確保

有期契約労働者の確保

正社員の定着率の向上

有期契約労働者の定着率の向上

育児中の社員の能力発揮

育児経験の業務への活用

全社員の働き方の見直し

社員の育児の両立に関する理解促進

生産性の向上、業務効率化の推進

社員の心身の健康確保・ストレス低減

社員のモチベーション・会社への貢献意欲の向上

企業イメージの向上

商品・サービスの売上の向上

その他

特にない、わからない

特に仕事と育児の両立支援は実施していない

無回答

17.6%

16.4%

7.8%

47.0%

13.1%

10.6%

6.4%

15.6%

31.9%

5.3%

19.1%

23.1%

16.4%

0.1%

0.7%

19.8%

5.2%

4.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%


